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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成２８年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.28-8 鋼橋の現位置改良工法の開発 
（一社）日本橋梁建設協会 

近畿統括部長 大野 豊繁 

 
 
本研究は、損傷した鋼橋を現在の位置で供用しながら、維持管理がより容易な新構造へと改良

する新しい工法を開発するものであり、その特徴は既設主構造から新設主構造へと耐荷機能を移

行することである。工法の適用性、安全性と実用性を実験と解析で検証した。 

１．研究の背景・目的 

腐食や疲労などの損傷をもたらした原因を取り除かないまま、損傷した鋼橋の断面修復をする

だけでは再劣化することが多い。構造の大規模な改造を行う場合、あるいは鋼橋の架替えを行う

場合には、通行止めなどの交通規制が必要となって利用者の不利益が増大する。迂回路の確保が

困難な山間部や跨線橋などでは補修工事が困難となっている。本研究は、現橋の位置で供用しな

がら改良する工法を提案するものである。この工法の特徴は、既設主構造から新設主構造へと耐

荷機能を移行することである。本研究では、既設部材と新設部材とを協働させることで構造全体

の安全性を確保する新しい設計法の提案も目的とした。 

 

２．研究内容 

はじめに、跨線橋を対象として提案する補強工法の実現可能性を明らかにした 1)。次に既設部

材と新設部材とが協働する構造の耐荷機構を実験と解析で明らかにした。実験は３種類を実施し

た。ひとつ目は、既設が合成桁で新設が鋼桁の場合 2)である。ふたつ目は、既設が鋼桁で新設が

鋼桁の場合 3)である。これらの実験では、既設が降伏に達するか局部座屈によって最大強度点と

なっても、新設が荷重増分を負担して構造全体として耐荷機能が保持されることを確認した。実

験の３つ目は、本工法の適用のために必要な既設の腹板の補強効果を明らかにした 4)。 
 

３．研究成果 

本工法で考える性能曲線の例を図－１に示す。（ａ）は既設が合成桁の場合の実験事例 2)であり、

既設の降伏後も分担荷重は上昇し、既設の床版のひび割れが発生して最大強度点となった。新設

の弾性限界は既設の最大強度点より前で、既設は一定の耐荷力が保持されて変形性能を喪失して

いない。（ｂ）は既設の後座屈強度が期待できる場合のイメージで、局部座屈により鋼桁の降伏ま

での耐荷力は得られないが既設は一定の荷重を負担して変形性能が保持される。既設の耐荷力の

決定要因が、上フランジの横倒れ座屈や支点付近の腹板の局部座屈の場合は、補剛材の追加など

の部分的な補強を追加することで、さらに本工法が効果的となる。 
 既設の降伏後の荷重増分が新設に移行して、構造全体の耐荷力が既設と新設との合計となる条

件は荷重を伝達する横つなぎ材が適切に配置されることと、既設の腹板の座屈が構造全体の終局

とならないように補強ができることである。これらが満足できることは実験と解析で確認 1)-4)して

おり、本工法の実現性は高い。腹板の補強は図－２に示すような下段パネルへの水平補剛材の追

加が効果的である。 
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(a) 既設が合成桁で降伏する場合の実験事例 2)    (b) 既設が局部座屈する場合の例 
図－１ 性能曲線の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 補強前            (b) 水平補剛材の追加による補強後 
図－２ 水平補剛材の追加で腹板の変形性能を改善した実験事例 4) 

 

４．主な発表論文 

1)春日井俊博、他：構造を改良した跨線橋の耐荷特性の検討、土木学会第 73 回年次学術講演会講

演概要集 I-261、2018. 2)前田諭志、他：鋼桁で補強した合成桁の載荷実験、土木学会第 73 回年

次学術講演会講演概要集 I-262、2018. 3)川東龍則、他：鋼桁で補強した鋼桁の載荷実験、土木学

会第 74 回年次学術講演会講演概要集、2019. 4)前田諭志、他：水平補剛材を追加した鋼桁のせん

断載荷実験、土木学会第 74 回年次学術講演会講演概要集、2019. 
 

５．今後の展望 
本研究で提示した実験的および解析的検討手法を用いて各種補強方法の検討を行えば、既存の部材

を最大限活用できる補強工法の実現に資する大きな成果が得られると考えられる。 
 

６．道路政策の質の向上への寄与 
本研究では、既設の部材と新設の部材とを協働させて、構造全体として必要な安全性を確保す

るという新しい設計法を提案した。提案する工法は、既存の技術で対応可能な実用的なものであ

る。本研究の成果は、鋼構造物の技術の発展の契機となり得る大きなインパクトを与えるものと

考える。 

 
７．ホームページ等 

論文発表以外の広報の実績はない。 
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第１章 はじめに 
 

1.1 研究の概要 
 

本研究は，損傷した鋼橋を現在の位置で供用しな

がら，維持管理がより容易な新構造へと改良する新

しい工法を開発するものであり，その特徴は，既設

主構造から新設主構造へと耐荷機能を移行すること

である．本工法では，既設部材と新設部材とが協働

して死荷重および活荷重に抵抗する新しい合成構造

の考え方を導入しており，改定された道路橋示方書
1), 2)の部分係数設計法の発展的適用例を示すことも

目的のひとつとしている．本報告書は，平成 28 年度

に実施した実行可能性調査（以下，FS という）と平

成 29 年度の研究に続いて，3年目の最終年度の研究

成果をまとめたものである． 

本研究では本工法の特徴である，既設主構造から

新設主構造への耐荷機能の移行について，その機構

が安全で実用的であることを実証するとともに，工

法実現のために必要な技術を明らかにした． 
 
 
1.2 研究の目的と背景 

 
損傷した鋼橋を補修する場合に，腐食や疲労など

の損傷をもたらした原因を取り除かないまま，断面

修復をするだけでは再劣化することが多い．再劣化

しないように構造の大がかりな改造を行う場合，あ

るいは鋼橋の架替えを行う場合には，通行止めなど

の交通規制が必要となり，迂回路の確保が困難な山

間部や施工の制約条件の多い跨線部などでは規制期

間が長引くなど利用者の不利益が増大することとな

る．本工法はこの課題を解決するために，現位置で

供用しながら，鋼橋の改良を行うことを目的として

いる． 
鋼橋の架替えは社会的な負荷が大きく，架替えが

望ましいとされる場合でも，有効な工法がないため

に，対症療法的な断面修復などが行われており，再

劣化が問題となっている．本研究は，鋼橋の供用地

点の周辺環境や交差構造物の種別など使用条件への

適合性および維持管理性が向上する構造へと鋼橋を

改良できる新しい工法を提案するものであり，従来

の架替え工法に比べて社会的な負荷を大きく低減で

きる可能性がある． 
 
 
1.3 国内外の既存研究の状況 
 
鋼橋の補修，補強工法ならびに更新工法は，要求

性能，施工条件などに対応して多くの施工事例 3)-5)

がある．本研究が対象とするような現位置において

供用しながら環境への適合性（耐久性）および維持

管理性を向上させられる工法の類似事例としては，

既設鋼橋にコンクリート部材を追加して複合構造化

とすることで桁の剛性を向上させ，騒音の低減を図

った事例 6)がある． 
 本研究では，検討対象のひとつとして跨線橋を検

討しているが，ここで検討している新しい設計法は，

従来の設計法では十分に解決できなかった個別課題

に対応できる可能性がある．本研究と相互に関連す

る研究としては，下記のようなものがあげられる．

これらの成果を相互に利用することも今後の研究の

発展には望ましいと考えられる． 
・ステンレス鋼材を部分的に利用した既設橋梁の高

耐久化 
・コンパクト断面部材を含む構造の塑性設計 
・溶接構造用圧延鋼材と橋梁用高降伏点鋼板を用い

たハイブリッド桁の活用 
 
 
1.4 期待される成果と道路施策への貢献 
  

鋼橋の供用地点周辺の地理的条件や交差構造物の

存在などにより，損傷した鋼橋を架替えるのが望ま

しいと判断されながら適切な処置が実施できず，十

分な安全性が確保できないまま供用されている事例

がある．本研究は，このような制約条件がある場合

に，利用者の利便性悪化などの社会的負荷を最小に

しつつ鋼橋の環境への適合性および維持管理性を向

上させられる技術を提供するものであり，道路行政

の課題のひとつである道路資産の保全に貢献できる． 
 
 
1.5 報告書の構成 
 

 本研究では，検討対象を塩害環境下の単純支持

のⅠ断面桁の跨線橋とした．提案する工法の概要を

第２章に示した．跨線橋の改良検討を第３章に示し

た．既設部材と新設の補強部材が協働する改良構造

の耐荷特性の検討結果は，第４章から第６章に示し

た．第４章は，既設が床版ありの合成桁で新設の補

強部材が鋼桁の場合である．第５章は，既設が床版

なしの鋼桁で，新設の補強部材が鋼桁の場合である．

第６章は，既設が新設と協働するのに必要となる支

点付近のせん断に対する耐荷特性の改善方法を補剛

材の追加で検討したものである．第７章に研究のま

とめを示した．本研究で実施した実験的検討ケース

の一覧を表-1.1～表-1.3に示した． 
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表-1.1  実験的検討ケースの一覧（平成29年度実施，第４章） 
ケース 試験体 

CASE 0 
 

既設合成Ⅰ桁（コンパクト）単体，中央載荷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CASE 3 
 

既設合成Ⅰ桁（コンパクト）を新設鋼桁で補強，P=500kN で接合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

表-1.2  実験的検討ケースの一覧（平成30年度実施，第５章） 
ケース 試験体 

CASE 4 
 

既設鋼桁（局部座屈を考慮）単体，曲げ載荷（支間中央載荷） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CASE 5 
 

CASE 4 を新設鋼桁で補強 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

ⅠⅠⅠⅠ

● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ●

4800
1200

600

45
0

床版

新設主桁

新設横桁11×400 = 4400 200200
既設主桁

ⅠⅠⅠⅠ

●● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

600

45
0

床版

既設主桁
4800

11×400 = 4400200 200

床版なし
60

0

5×800 = 4000400 400

既設主桁

UFlg：200×12
Web：576×6
LFlg：200×12

5×800 = 4000

床版なし

新設主桁

UFlg：200×12
Web：426×6
LFlg：200×12

新設横桁1200

45
0

60
0

400 400

既設主桁

UFlg：200×12
Web：576×6
LFlg：200×12
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表-1.3  実験的検討ケースの一覧（平成30年度実施，第６章） 
ケース 試験体 

CASE 6 
 

既設鋼桁（局部座屈を考慮）単体，せん断載荷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CASE 7 
 

CASE 8 
 

CASE 6 を水平補剛材で補強（CASE 8 は CASE 7 の水平補剛材の断面積を 2 倍） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CASE9 
 

CASE 6 を斜めの補剛材で補強 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

床版なし

13
45

1980 既設主桁1980120

4200

水平補剛材

1段

水平補剛材1段

120

UFlg：250×16
Web：1320×6
LFlg：200×9
HStiff：100×6

床版なし

13
45

既設主桁

斜め補剛材

の追加

斜め補剛材

の追加
1980 1980

120

4200

水平補剛材

1段

水平補剛材1段

HStiff：100×12

120

床版なし

13
45

既設主桁

水平補剛材

の追加

水平補剛材

の追加
1980 1980

120

4200

水平補剛材

1段

水平補剛材1段

(CASE 7)
HStiff：80×6
(CASE 8)
HStiff：100×12

120
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第２章 提案する工法の概要 

 
 
2.1 本工法の例 
 

損傷した跨線橋の改造例は，図-2.1 に示すように，

単純 4 主Ⅰ桁の両外側に新設の箱桁を設置し，既設

主桁の桁高を低く改造して，新設の箱桁と協働させ

る新しい構造として機能を向上させるものである．

この他にも，既設損傷部材はそのまま継続利用し，

損傷により不足した安全余裕を新設部材により補う

構造とすることもできる．本工法で期待できる効果

は，環境への適合性の向上と維持管理性の向上であ

る．環境への適合性の向上は，Ｉ断面桁から箱桁へ

の構造変更で飛来塩分の中桁への浸入が防止される

ため，塩害環境での鋼橋の耐久性が向上することで

ある．新設部材では，環境に適した高耐久の防錆仕

様とできるため，鋼橋の耐久性が向上する．維持管

理性の向上は，点検通路，桁端空間，桁下空間の確

保により，点検できない箇所をなくすことで，維持

管理性が向上することである． 

 

2.2 工法実現のポイント 
 
以下の３つのポイントに着目し，研究を実施して

きた． 

A：安全かつ確実に施工ができるか？ 

B：耐荷機能を既設部材と新設部材とで協働させ

る構造が成立するか？ 

C：新旧部材の協働を制御できるか？ 

 このうち，Aについては，平成２８年度のＦＳで

検討した．Bについては，平成２９年度に検討した．

Cについては，平成３０年度に検討した．これらの

研究により本工法を実用化できる基礎的成果が得ら

れた．工法の詳細を以降に示す． 

 
 
 
 
 

 

● ● ● ●

+ + + +

● ● ● ●

+ + + +

側面図

環境への適合性の向上： 維持管理性の向上：

・箱桁への構造変更で塩分の中桁への浸入防止 ・点検通路、桁端空間、桁下空間の確保

・防錆仕様の高耐久化 ・床版の高耐久化

断面図

施工前

施工完了

床版

支承

橋台

断面図 側面図高欄 跨線橋

既設主桁

伸縮装置

底パネル（外套材）を主構断面（ス

テンレス材）に含めるか、遮塩パネ

ル（アルミ材）とするかは、要求性

能に応じて選定する。

 
図-2.1  本工法による鋼橋改良の例 
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2.3 提案工法の適用対象 
 

損傷した跨線橋の事例を写真-2.1～写真-2.6に示

す．本補強工法は，既存部材の性能を最大限活用す

ることで，工事数量を抑えて現位置で安全に施工で

きる技術を提供するものであり，維持管理リスクも

低減できる．このため時間的，空間的制約が極めて

多く，維持管理リスクの抑制が特に求められる跨線

橋でのニーズが高いと考えられる．なお，本工法で

得られる効果は，大半の鋼橋に共通するニーズであ

り，その技術は広く道路資産の保全に活用できると

考えられる． 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2.1  電化区間の跨線橋                     写真-2.2 非電化区間の跨線橋 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2.3  支点部の損傷事例                     写真-2.4 桁端部の損傷事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2.5  下フランジと継手部の損傷事例       写真-2.6 下フランジと補剛材の損傷事例 
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2.4 補強構造の提案 
 

本工法の特徴である既設部材と新設部材とが協働

して作用に抵抗する新しい補強構造の設計法では，

既設部材の一部で塑性化を許容しても，新設部材と

協働することで構造全体の安全性が確保される構造

の実現が期待できる．この新たな設計法の確立のた

めには，部材ごとの安全性の照査に加えて既設部材

と新設部材とが協働する合成構造の安全性の照査が

必要となる．部材ごとの照査では，既設部材と新設

部材のそれぞれの応答値の算定とその前提となる各

部材の限界状態の定義および部材ごとの部分係数の

設定が必要となる．既設部材と新設部材とが協働し

て作用に抵抗する合成構造については，望ましい耐

荷特性を想定し，これが再現されるのに必要な構造

詳細の設定が必要となる．本研究では，この新たな

設計法の確立のために必要となる課題を整理し，検

討項目の提案と具体的な検討方法を示すとともに，

新たな設計法の提案までを行った． 
 
 
2.5 提案する設計法の位置づけ 
 

本研究で提案する設計法は，従来の許容応力度設

計法による補修・補強工法とは異なり，改定された

道路橋示方書に示される限界状態設計法の応用事例

とできる可能性がある．現行設計法と提案する設

計法の関係を図-2.2に示す． 

 

 
 
2.6 補強工法の概要 
 

提案する補強工法の適用対象としては，損傷を含

む橋梁の補強のように機能回復を目的とする場合と，

活荷重の増加に対する補強のように機能向上を目的

とする場合が考えられる．本研究では，下記のよう

な基本事項と得られる効果を考えている． 

a) 基本事項 

・耐荷力不足の既存主部材，または劣化等による耐

荷力低下を生じた既存主部材は現状の死荷重を負

担させたまま継続利用する． 

・補強部材は，自重以外の作用に対しては無応力状

態から既設主部材と協働させ，構造全体として限

界強度の向上を図る． 

b) 得られる効果 

・既存主部材の劣化部などを当て板などで覆わない

ため，点検性が確保できる． 

・被補強部材の断面に補強部材を追加しないことで，

補強部材は不確実性の高い被補強部材の特性に影

響されず，独自の特性で挙動できる． 

・被補強部材と補強部材は連結部材で一体化される

ため，被補強部材の信頼性と補強部材の信頼性を

独立で設定して合成できる可能性があり，部分係

数のメリットが活用できる． 

c) 補強部材の追加例 

 図-2.3 に補強部材の追加例を示す．(a)は，既設主

桁の桁端部が損傷している場合で，損傷箇所は現状

のままとし，既設主桁の健全部から補強部材の支点

部へと経由する荷重支持構造を追加する場合の例で

ある．(b)は，既設主桁の両外側に補強部材を追加す

る場合で，橋梁全体の耐荷力を増加させ機能向上を

図る場合の例である． 

許容応力度設計法 

（特徴） 

・部材は弾性範囲で挙動するようにして安全

性を確保 

 

（現行の設計法） 

・損傷した既設部材の耐荷力を精度よく評価

するのが難しいため，損傷部材で限界状態

が決定され補強部材が過度となりやすい 

 

 
 

限界状態設計法 

（特徴） 

・部材ごとに限界状態を定義して部材ごとに

適切な部分係数を設定して安全性を確保 

 

（提案する設計法） 

・損傷した部材の限界状態が必ずしも構造全

体の限界状態とならないように補強部材を

効果的に配置して安全性を確保 

 

 

図-2.2  現行設計法と提案する設計法の関係 

 
 
 
 
 
 
 

(a) 損傷部材のバイパス材を追加した例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 既設主桁の両外側に補強の主桁を追加した例 

 

図-2.3  補強部材の追加例 
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d) 性能曲線の例 

既設部材と新設補強部材の関係を荷重変位曲線と

して以降に示す．図-2.4 は機能向上が得られるパタ

ーンであり，既設部材の耐力低下は無いものとして，

補強部材が既設部材と同等の荷重分担性能を有する

ものと仮定した場合（荷重分担比率 1.0）の新旧部材

の合成構造の性能曲線の概念を示している．ここで，

補強部材と既設部材の結合の時期は，既設部材が死

荷重を負担している状態としている．また，Pyは補

強前の既設部材が降伏する荷重で，補強部材はまだ

弾性範囲にある．既設部材が降伏しても補強部材が

弾性範囲にあれば，構造全体としての安全性は確保

できる可能性がある．既設部材と補強部材とが協働

する合成構造の限界状態は，補強部材の降伏または，

鉄筋コンクリート床版の降伏または圧壊などが考え

られる．いずれの状態まで構造全体が安定して挙動

するかは，解析および実験により確認する必要があ

る． 
図-2.5 は既設部材の耐力低下は無いものとして，

補強材の既設部材に対する荷重分担比率を 0.4 とし

た場合で，これでも耐荷機能の向上が期待できる． 
図-2.6は，既設部材が初期性能の0.5に劣化してい

るケースで，補強後に初期性能と同等となる機能回

復を図る場合の概念図である．ここで，補強材の荷

重分担比率は0.4と仮定している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0

1

2

3

4

0 1 2 3 4 5 6

P/Py

δ/δy

補強前（劣化損傷なし）

補強材（荷重分担比率1.0）

補強後

既設は

死荷重状態、

新設は無応力

（自重は負担） →

↑

補強前弾性限

=補強後弾性限

機能向上

機能向上

 
図-2.4  性能曲線の概念（大きな機能向上を図る場合） 
 

0

1

2

3

4

0 1 2 3 4 5 6

P/Py

δ/δy

補強前（劣化損傷なし）

補強材（荷重分担比率0.4）

補強後

↑

補強前弾性限

=補強後弾性限

機能向上 機能向上

既設は

死荷重状態、

新設は無応力

（自重は負担） →

 
図-2.5  性能曲線の概念（機能向上を図る場合） 

 

0

1

2

3

4

0 1 2 3 4 5 6

P/Py

δ/δy

補強前（初期性能の0.5に劣化）

補強材（荷重分担比率0.4）

補強後

当初特性

↑

補強前弾性限

=補強後弾性限

機能回復
機能回復

既設は

死荷重状態、

新設は無応力

（自重は負担） →

 
図-2.6  性能曲線の概念（機能回復を図る場合） 



13 
 
 

 

第３章 跨線橋の改良検討 

 
 
3.1 跨線橋の設計 
 
維持管理が適切に行いにくい跨線橋を対象として，

供用しながら現位置で構造改良を行い，維持管理性

の向上と耐久性の向上が期待できる新しい工法を検

討した．改良後に求める要求性能として，路面高さ

を変化させずに，桁下の維持管理作業が常時できる

ように鉄道との離隔距離を拡大させること，既存の

損傷部材を再利用しながら新設部材との合成構造で

必要な耐荷力を確保すること，さらに飛来塩分など

鋼橋の劣化要因に対する耐久性を向上させることを

設定した．これらの要求性能を満足する構造を提案

し，概略設計により改良後の構造について，新設の

補強構造の必要断面を許容応力度法で設計した．改

良前の既設の橋梁は，昭和 53 年の建設省標準設計の

支間 30m の単純合成４主Ⅰ桁とした． 
改良構造の設計条件を表-3.1 に示す．改良後の構

造は，既設橋の幅員方向外側に新設箱桁を増設する

ものとした．改良構造の断面寸法を表-3.2 に示し，

一般図を図-3.1 に示す． 

表-3.1  改良構造の設計条件 
構造形式 単純非合成箱桁， 

縦桁部分は合成桁 
橋長／支間 30.8m／29.2m 
斜角／平面線形 90°／∞ 
全幅員 
／有効幅員 

13.3m／車道 9.5m 

床版 RC 床版 
・大型車の計画交通量による 
係数 k1=1.2 

・コンクリート設計基準強度 
σck=30N/mm2 

・鉄筋（SD345）σta=140N/mm2 
設計荷重 B 活荷重 
設計震度 Kh=0.2 
使用鋼材 SM490Y，SM400，S10T 
縦桁（既設橋の 
主桁を改造） 

構造高さ 900mm 

新設主桁 
（箱桁） 

構造高さ 1600mm， 
構造幅 1200mm 

新設横桁 Ⅰ断面，構造高さ 800mm 
適用基準 平成 24 年道路橋示方書・同解説 

 表-3.2  改良構造の断面寸法 
(a) 主 桁（材質：SM490Y） 

断面名 Sec.1, 3 (桁端) Sec.2 (支間中央) 
断面長 [mm] 9600 11400 

 
G1(G2) 

上フランジ [mm] 1260×19 1260×21 
ウェブ [mm] 1600×14 1600×14 

下フランジ [mm] 1260×15 1260×17 
断面二次モーメント [cm4] 3888855 4228503 

 
 (b) 横 桁（材質：SM490Y） 

 Sec.1 
FE-1(端)， 
FI-1(中間) 

共通 

上フランジ [mm] 600×40 
ウェブ [mm] 800×18 

下フランジ [mm] 600×40 
 

 (c) 縦 桁（材質：SY490Y） 
断面名 Sec.1 (桁端) Sec.2 Sec.3 (支間中央) 

断面長 [mm] 3600 3900 15600 
 
 

ST1 
(ST4) 

上フランジ [mm] 230×11 250×19 310×19 
ウェブ [mm] 900×9 

下フランジ [mm] 409×25 509×25 
断面二次モー

メント [cm4] 
合成前 264547 345585 413407 
合成後 1429735 1429274 1648017 

 
ST2 

(ST3) 

上フランジ [mm] 240×11 280×16 350×16 
ウェブ [mm] 900×9 
下フランジ [mm] 409×25 509×35 
断面二次モー

メント [cm4] 
合成前 268849 335939 456089 
合成後 1604497 1606207 2347113 
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図-3.1 改良構造の一般図 
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3.2 跨線橋の構造特性の検討 
 

単純支持の４主鈑桁を検討対象として新設主桁

（箱桁）を追加した改良構造について，従来の許容

応力度設計法に比べて，提案する新しい設計法によ

ると経済的とできる可能性を確認した．図-3.2 に示

すように，従来工法で決定した断面の改良構造（点

b,c）は既設橋（点 a）の耐荷力を大きく上回り，断

面の一部が降伏する荷重を既設橋と同程度となるよ

うに設計すると新設主桁の断面積は 50%に低減（改

良断面 50%，点 d，e）できる可能性がある． 

FEM 解析による検討結果から，許容応力度法によ

り設計した新設の補強部材の断面積を 50%に低減

（板厚を 1/2 に低減）しても，改良後の構造は既設

の構造と同等の耐荷力を確保できることがわかった．

さらに，新設主桁の断面積を 50%としたうえで，縦

桁の降伏応力度を 190N/mm2 に低減したケースでは

縦桁が降伏（点 f）しても，新設横桁から新設主桁へ

と荷重が伝達され，橋梁全体として耐荷機能が保持

されることを確認した． 
新設主桁の最適化は，既設部材の損傷度と改良後

の構造の要求性能の水準（耐荷力）によって結果は

異なってくるが，本工法によれば経済的とできる可

能性が確認できた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3.2  荷重と支間中央変位 

付図 断面図 

{

既設D

既設D+L

改良D

改良D+L

既設

改良

改良断面50%}

改良断面50%
縦桁 σY=190N/mm2

付表 イベント一覧
付表 イベント一覧 
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3.3 跨線橋の施工性と維持管理性の検討 
 
(1) 施工時の安全性の照査 
施工時の安全性照査として，新設部材の架設時（図

-3.3，後に示す施工手順の STEP4：図-3.5）が最も発

生応力度が大きくなることから詳細な FEM 解析に

より安全性の照査を行った．検討対象は，既設主桁

に新設横桁を取り付けた後，合計 6 ブロックに分割

して架設する新設主桁の 5 ブロック目まで架設，連

結し，6 ブロック目を 45t ラフタークレーンで所定の

位置に降ろす直前の状態である．連結済みの新設主

桁の自重は，新設横桁のみで支持されているものと

仮定した．検討の結果，施工時に主要部材の特別な

補強は不要であり，本工法は安全に施工できること

がわかった． 
 
(2) 施工計画 
 施工手順（フロー）と施工要領を図-3.4～図-3.6
に示す．各ステップの概要は以下のとおりである． 

STEP1：橋台前面足場の設置を行い，維持管理性の

向上のため橋台前面および側面の拡幅を行

う． 
STEP2：既設橋梁を１m 上方へジャッキアップを行

い，取付け道路との段差は勾配 12%以下の

スロープを設置することですりつける．こ

の際一時的に通行止めが必要となる．また，

高所作業車を使用して吊足場の設置を行う． 
STEP3：既設対傾構を新設横桁へ取替える．また，

新設主桁を一時的に仮受けする架設用仮受

梁を既設主桁に取り付ける． 

STEP4：新設主桁の部材を既設路面上に配置した 45t
ラフタークレーンで架設する．この作業は

夜間に交通を一時通行止めとして行う．新

設主桁の架設に続いて，既設主桁と新設主

桁とを新設横桁を介して結合する． 
STEP5：新設主桁の支承台座と仮受設備を設置し，

既設主桁の改造のため，全体の死荷重を一

時的に新設主桁に受替える．続いて，新設

主桁の仮受をしていた架設用仮受梁を撤去

する． 
STEP6：既設主桁の加工として，ウェブ下側と下フ

ランジを切除することと桁端の切り欠きを

設けることを行う．既設桁のウェブ下端と

下フランジの切除は，鉄道との離隔が狭く

維持管理上の障害となっている構造の改善

が目的である．桁端の切り欠きは，近接が

困難であった桁端付近の点検作業を容易に

することが目的である．続いて，桁下の全

福に底パネルを配置して，腐食因子の桁間

への浸入を予防する．また，桁間の点検用

足場としての機能も付与することができる． 
STEP7：吊足場の解体作業を行う．また，新設主桁

の支承を設置する．続いて，交通を一時的

に通行止めとして橋梁全体を１m 下方へジ

ャッキダウンする．両端のスロープを撤去

し，伸縮装置を設置する．橋台前足場を解

体・撤去して作業は完了となる． 
 
 
 

 

 
(a) 断面図                 (b) 側面図 

 

図-3.3  施工時の安全性照査の対象（STEP4，新設主桁の架設，横桁連結） 

新設主桁

6/6ブロック目

架設中

※架設済みの新設主桁5ブロックと新設横桁は連結済みとする

架設用仮受桁

吊足場

45tラフタークレーン

STEP4 新設主桁の架設、横桁
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図-3.4 施工段階図（その１／３） 
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 図-3.5 施工段階図（その２／３） 



19 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3.6 施工段階図（その３／３） 
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(3) 施工の留意点 
施工計画より，本工法の施工は既存の技術により

対応可能であることがわかった．施工における留意

点として，下記があげられる． 
・施工前には，既設部材の損傷部の断面修復やバイ

パス材の設置など構造の安全性確保に必要な措置

がなされていること． 
・施工中に既設部材に仮設部材や新設部材の重量を

負担させる場合には，必要な安全率が確保できる

ように計画し，既設部材の施工中の補強などの必

要な措置を実施する． 
・施工中に既設部材から新設の補強部材へと荷重支

持機能を移行する際には，必要に応じて荷重や変

位またはひずみのモニタリングを行い，設計の前

提条件が満足されていることを確認する． 
・施工中の荷重や変位またはひずみのモニタリング

結果から異常が認められた際には，ただちに施工

を中断して，安全を確保する措置を実施するとと

もに，必要な施工計画の見直しを行う． 
・施工中に設計の前提条件が満足されていないこと

が判明した場合には，ただちに施工を中断して，

安全を確保する措置を実施するとともに，原因の

特定と対策を行う． 
・既存構造の改造にともなう路面高さの計画値の設

定と精度管理の実施を行う． 
・補強部材の接合部における施工誤差の調整量の計

画値の設定と精度管理の実施を行う． 

 

(4) 工法の効果と維持管理の留意点 

a) 工法の効果 
跨線橋を対象とした検討事例の範囲では，提案す

る構造の改良により以下のように維持管理性が向上

させられることがわかった． 
・鉄道との離隔 1.2m を確保することで，き電停止以

外でも足場などの点検設備から構造物の点検，補

修ができる． 
・橋台の天端を拡幅し，桁端を切り欠き加工するこ

とで，桁端の点検，補修，桁内への近接が容易と

なる． 
・桁間を底パネル（外套材）で覆うことで，支間部

の点検に足場が不要で，点検が容易となる． 
・桁間を底パネル（外套材）で覆うことで，桁間へ

の腐食因子の浸入を防止することができ，鋼桁の

防食機能の耐久性が向上し，維持管理性が向上す

る． 
・改良工事の実構造の防食機能の状態を評価して，

環境条件に適した防錆仕様に変更することができ，

防食機能の高耐久化により維持管理性が向上する． 

b) 維持管理の留意点 
 維持管理の留意点として以下の項目があげられる． 

・改良前の既設の損傷原因が改良後の状況において

除去されていることを確認する． 

・改良後の防錆仕様などが改良後の環境条件に適合

していることを確認する． 

・改良後の維持管理性の向上対策が有効に機能して

いることを確認する． 

・既設部材の損傷部は，損傷や劣化が進展しないよ

うな対策をとることが基本であるが，損傷の進展

があった場合でも，変状を早期に発見できるよう

損傷部位の点検性を確保する． 

 
3.4 跨線橋の改良検討のまとめ 

維持管理が適切に行いにくい跨線橋を対象として，

供用しながら現位置で構造改良を行い，維持管理性

の向上と耐久性の向上が期待できる新しい工法を提

案した．改良後に求める要求性能として，路面高さ

を変化させずに，桁下の維持管理作業が常時できる

ように鉄道との離隔距離を拡大させること，既存の

損傷部材を再利用しながら新設部材との合成構造で

必要な耐荷力を確保すること，さらに飛来塩分など

鋼橋の劣化要因に対する耐久性を向上させることを

設定した．これらの要求性能を満足する構造を提案

し，概略設計により改良後の構造について，新設の

補強構造の必要断面を許容応力度法で設計した． 
FEM 解析結果から，改良によって既設桁が降伏し

たとしても新設桁が荷重分担できれば全体として耐

荷力を保持できる見通しを得ることができた．また，

許容応力度法により設計した新設の補強部材の断面

積（板厚）を 50%に低減しても，改良後の構造は既

設の構造と同等の耐荷力を確保できることがわかっ

た． 
施工に関しては，従来の工法や手順により十分安

全に実施できることを確認した． 
跨線橋の検討結果から，提案工法は損傷した鋼橋

の補強工法として実行可能であると評価した．検討

項目と明らかにした事項を表-3.3 に示す． 

 

表-3.3  検討項目と明らかにした事項 
検討項目 明らかにした事項 
・工法成立性

の検討 
・供用を行いながら既設部材の改良

を行う施工（部材の加工，搬出・

搬入，接合，防錆）に必要な技術 
・施工計画（施工フロー）および施

工要領図 
・耐荷力評価

法確立の実現

性に関する検

討 

・既設部材と新設部材の荷重分担の

最適化と合成構造の耐荷力評価に

必要な技術 
・既設部材と新設部材および合成構

造の安全性照査に必要な技術 
・提案工法実

現のための適

用範囲と検討

範囲の絞り込

み 

・既設橋の腐食やき裂などの損傷度

に対する工法の適用性 
・各要素技術が既存技術で対応可能

であるか，あるいは個別に開発が

必要であるかの評価 
・フィージビ

リティのまと

め 

・開発する工法のコンクリート橋な

どによる架け替えに対する優位性 
・開発が必要な要素技術について，

開発手順と解析や実験などの検証

項目 
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第４章 鋼桁で補強した合成桁の検討 

 
 
4.1 試験体と実験方法 
 
合成桁に新設の補強用鋼桁を連結して，両者を協

働させることで補強する構造を実験と解析で検討し

た．試験体を図-4.1に示す．既設部材は合成Ⅰ桁，

新設部材（補強部材）は既設部材の両外側に新設横

桁で結合した鋼Ⅰ桁である．既設部材と新設部材の

いずれも降伏曲げモーメント以上の耐荷力を有する

コンパクト断面である．既設合成桁は支間4.8m，桁

高450mm，床版厚160mmであり，支間中央の床版上

に200L×500Wmmの範囲に荷重を作用させるものと

した．新設主桁（２本）は支間4.8m，桁高450mmのI
桁であり，新設横桁のボルト接合によって両側から

既設合成桁と連結した．連結は，既設合成桁に500kN
の荷重（=0.8PY）を作用させた時点で行った．連結

後さらに荷重を増加させると，既設合成桁が先行し

て降伏するため耐荷機能が新設主桁へ移行していく

と考えられ，これを確認するため６箇所全ての支点

の鉛直支点反力を計測しながら載荷を行った． 
 
 
4.2 解析の概要 
 

解析には，汎用有限要素解析ソフトMSC.Marcを用

いた．解析モデルを図-4.2に示す．試験体の鋼部材

を４節点シェル要素で，床版を８節点ソリッド要素

でモデル化した．床版と主桁は上フランジ上で節点

を共有させ，合成挙動を再現した．また，既設合成

桁のウェブと新設横桁の添接板は剛結とした．支承

条件は単純支持とし，ソールプレートと概ね同範囲

内の節点の自由度を集約した参照点に境界条件を設

定することで与えた．最大要素サイズは50mm程度と

した．鋼材およびコンクリートには材料非線形性を

考慮し，図-4.3に示す応力ひずみ関係を用いた．ま

た，幾何学的非線形性を考慮した．部材の接合は，

新設主桁と新設横桁の要素を初期状態で無効化して

おき，既設合成桁に500kNの荷重を作用させた時点

で有効化することによって再現した． 
 
 
4.3 載荷実験結果 
 

載荷実験結果を図-4.4に示す．(a)が補強前，(b)が
補強後である．縦軸は支点反力で，既設合成Ⅰ桁（以

下，既設部材という）は支点２箇所の反力合計を表

し，新設鋼Ⅰ桁（以下，新設部材という）は桁２本

の４箇所の反力合計を表している．横軸は既設部材

が荷重載荷点のたわみで，新設部材が支間中央（既

設部材との接合箇所の断面）のたわみで，初期値は

既設部材と接合時の既設部材のたわみを加えた値と 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

付表 部材寸法 [ mm ] 
断面寸法 既設 

部材 
補強 

部材 
横桁 

床版幅×高さ 600×
160 

－ － 

ハンチ高さ 30 － － 

上フランジ幅×厚さ 200×12 200×12 200×12 

ウェブ高さ×厚さ 426×9 426×9 216×9 

下フランジ幅×厚さ 200×12 200×12 200×12 

 
図-4.1  鋼桁で補強した合成桁の試験体（CASE3） 
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している．反力と変位は，実験で既設部材の下フラ

ンジが降伏した時の支点反力（補強前 Py=847kN，補

強後 Py=896kN）と変位（補強前 δy=12.9mm，補強後

δy=14.8mm）でそれぞれ無次元化している．既設部

材に反力合計が P=500kN（P/Py=0.56，δ/δy=0.45）と

なる荷重を載荷した状態で，既設部材と新設部材と

を新設横桁により接合して荷重を漸増載荷した． 
 補強後に着目すると，既設部材が降伏した時の新

設の反力は 347kN(既設部材反力との比 0.39)で，既

設部材と新設部材の反力合計は 1243kN(1.39)で，新

設部材を追加することで既設部材降伏時の既設部材

単体の耐荷力 896kN に対して 1.39 倍となった．既設

部材は降伏後も反力は微増し，新設部材が降伏する

まで耐荷力は保持された．新設部材の下フランジが

降伏した時の支点反力合計は 1577kN(1.76)で，既設

部材降伏時の耐力 1248kN から増加した． 
 平成 29 年度の載荷実験の試験体は既設と新設と

もコンパクト断面であることから，耐荷力に及ぼす

局部座屈の影響は小さかった．載荷実験終了後には

塑性変形が残留したが，フランジやウェブの面外変

形（局部座屈）は鋼材の降伏後に塑性変形が進んだ

結果であると考えられる．構造全体の耐荷力が大き

く低下したのは既設の床版のひび割れが進展した後

であった．載荷実験は既設部材の床版が圧壊した時

点（最大荷重 1959kN）で終了した． 
 既設主桁（合成桁）に新設主桁（鋼桁）を加えて

協働させる改良構造は，既設主桁の鋼桁が降伏した

後も荷重の増加に対して新設主桁の分担割合が増加

することで，安定した耐荷特性を発揮することが確

認できた． 
載荷実験により耐荷機能の移行システムを確認し

た．既設部材の鋼桁の降伏後も既設部材は一定の耐

荷力を保持しており，既設部材の降伏以降の荷重増

分は新設部材で負担されることが確認できた．既設

部材と新設部材とが協働して一体の構造として性能

曲線を設計できるとした計算例（付録）の仮定が実

験でも証明できた．すなわち，既設部材が降伏した

後は，既設部材は降伏点から最大強度点の間で荷重

を保持しつつ，それ以上の荷重に対しては新設部材

に分担させられる．既設桁が降伏後により大きな最

大強度を発揮して強度が低下するまで変形性能を改

善できれば，既設と新設が協働する全体系では，既

設の降伏点と新設の降伏点および新設の最大強度点

を設計で用いる限界状態とできる可能性がある．荷

重分担の移行の効率や効果の確認のためには，今後

実験ケースを増やす必要があるが，FEM でも概ね挙

動を再現できることから，FEM を補完的に活用して

検証を迅速化できる可能性がある．実験で確認した，

既設部材と新設部材が協働する構造の終局状態とし

ては，床版のひび割れが進展して床版の圧壊が発生

しはじめると既設部材の耐荷力は低下し，荷重は新

設部材に移行し，新設部材の降伏が発生するととも

に床版の圧壊の範囲が広がるものであった．新設部

材の降伏前の状態までは，構造全体として安定した

耐荷機能を保持できることがわかった．既設部材と

新設部材の耐荷力分担の設計は，改造後の橋梁に求

める要求性能に応じて，さまざまに設定できる． 
 実験で確認した耐荷機能の移行システムを FEM
解析結果とあわせて図-4.5，図-4.6 に示す．荷重-変
位曲線，および荷重増分分担率で耐荷機能の移行シ

ステムの特徴を表することができる．FEM 解析結果

は耐荷機能の移行システムの実際を良く再現できて

いることが確認できた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                (a) 鋼材（SM490Y） 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                 (b) コンクリート 

図-4.2  解析モデル（CASE3）                  図-4.3 応力ひずみ関係 
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付表 CASE0，CASE3 のイベント一覧 
種

別 
イベント 載荷荷重 

[kN] 
載荷点変 
位[mm] 

反力合計 
[kN] 

既設反力 
[kN] 

新設反力 
[kN] 

新設変位 
[mm] 

補

強

前 

既設下フランジ 
降伏 

849 
(1.00) 

12.88 
(1.00) 

－ 847 
(1.00) 

－ － 

既設反力 
低下始まり 

1088 
(1.28) 

35.08 
(2.72) 

－ 1086 
(1.28) 

  

補

強

後 

既設下フランジ 
降伏 

1296 
(1.45) 

14.82 
(1.00) 

1243 
(1.39) 

896 
(1.00) 

347 
(0.39) 

6.52 
(0.44) 

新設下フランジ 
降伏 

1631 
(1.82) 

23.56 
(1.59) 

1577 
(1.76) 

950 
(1.06) 

627 
(0.70) 

11.87 
(0.80) 

既設反力低下始ま

り：既設最大強度点 
1691 
(1.89) 

25.66 
(1.73) 

1636 
(1.83) 

950 
(1.06) 

686 
(0.77) 

13.04 
(0.88) 

変位計測 
最終値 

1906 
(2.13) 

37.8 
(2.55) 

1851 
(2.07) 

899 
(1.00) 

952 
(1.06) 

19.30 
(1.30) 

最大荷重 
（床版圧壊） 

1959 
(2.19) 

未計測 1905 
(2.13) 

840 
(0.94) 

1064 
(1.19) 

23.06 
(1.56) 

（注）（ ）内は，既設部材が降伏した時の支点反力 Pyと載荷点変位δyでそれぞれ無次元化した値． 
補強前は Py=847kN，δy=12.9mm 
補強後は Py=896kN，δy=14.8mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 補強前（CASE0）           (b) 補強後（CASE3） 
 

図-4.4  合成Ⅰ桁を鋼桁で補強した構造の性能曲線 
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0.00 1.00 2.00 3.00

P/Py

δ/δy

既設 新設 補強後

既設降伏 新設降伏
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(Δ0.8,Δ0.7) 1.59, 1.76

1.59, 1.06

0.88, 0.93
(Δ0.43,Δ0.39)

1.73, 1.06

1.00, 1.39

1.00, 1.00

既設の実験値 Py = 896 kN δy = 14.8mm

0.00

1.00

2.00

3.00

0.00 1.00 2.00 3.00

P/Py

δ/δy

既設 既設降伏

反力最大
2.72, 1.28

既設の実験値
Py = 847 kN
δy = 12.9 mm

1.00, 1.00

：既設最大強度点 

最大強度点 
↑全体の 

↑床版圧壊 

：全体の限界状態 

：新設弾性限 

弾塑性域 
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解析の誤差の要因として最も影響があるものとし

ては，床版コンクリートの応力-ひずみ関係の仮定が

実際と相違があることと考えられた．コンクリート

の引張側のひび割れ発生による剛性低下の影響を反

映することを解析手法の今後の改題とした． 
既設を合成桁とした本実験では，既設が最大強度

点を迎えた後も急速に荷重低下が生じないようなコ

ンパクト断面の合成桁とした．このように抵抗曲げ

モーメントと回転角の関係を設定できる桁について

は本実験結果を適用できるが，そうでない場合の知

見も得る必要がある．そこで，次章ではあえて既設

を床版のない非合成構造で実験することにした． 
 
 
4.4 鋼桁で補強した合成桁の検討結果 
 

既設が合成桁で，これを新設の鋼桁で補強する構

造を検討した．既設部材と新設部材とで異なる限界

状態を想定し，それぞれ適切な部分係数を用いる新

しい補強工法を提案した．提案する工法では，改定

された道路橋示方書に示される部分係数設計法の適

用を成果目標のひとつとしている．解析的検討で，

一部塑性化を許容する構造の耐荷特性を求めること

が可能であることは確認できた．実験により解析の

モデル化の課題を明らかにでき，実用的な解析の精

度設定と適用範囲の設定はさらに検討が必要である

ことがわかった．本研究で提案する工法は，損傷し

た鋼橋の耐荷特性を適切に改善，向上させることが

実用的に可能であり，今後の道路資産の保全に関す

る設計技術の発展，施工技術の発展に大きな貢献が

できるものと自己評価している．平成 29 年度の研究

で行った，検討項目と明らかにした事項を表-4.1 に

示す．平成 29 年度の検討のうち表-4.1(1)～(5)は平

成 28 年度からの継続した検討項目である． 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

図-4.5  性能曲線（CASE3） 
 

 
 

図-4.6  荷重増分分担率（CASE3） 
 

表-4.1  検討項目と明らかにした事項 
（平成 28 年度，29 年度） 

検討項目 明らかにした事項 
(1)改良構造の詳細

設計と施工計画 
・改良構造の詳細構造 
・既設部材と新設部材の荷重

分担の最適化手法 
・耐荷機能の移行システム設

計 
・施工手順（施工フロー）と

施工要領図 
・施工に必要な技術と課題の

整理 
・施工時の構造安全性の照査 
 

(2)構造特性の検討 
 

・構造特性の評価 

(3)施工性の検討 ・施工性の評価 
 

(4)維持管理性の検

討 
・維持管理性の評価 
 

(5)要求性能の整理

と有用性の検討 
・要求性能に応じた補強工法

の選定手法 
・構造特性，施工性，維持管

理性を考慮した有用性の

評価 
(6)実験的検討の詳

細計画 
 

・模型実験による検証に必要

な試験体の設計と計測計

画 
 

(7)解析と実験の実

施 
・FEM 解析および実験の実

施によるデータの取得 
 

(8)結果の分析と評

価 
・実験手法および解析手法の

妥当性の評価 
・解析手法の課題の整理 
・新しい設計法の提案 
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第５章 鋼桁で補強した鋼桁の検討 

 
 
5.1 試験体と実験方法 
 

床版のない鋼桁に新設の補強用鋼桁を連結して，

両者を協働させることで補強する構造を実験と解析

で検討した．鋼桁で補強した鋼桁の試験体（CASE5）
を図-5.1に示す．既設桁は床版のない鋼Ⅰ桁であり，

局部座屈等によって急激に耐荷力を失うような場合

に，新設の補強鋼桁によって得られる効果について

検討した．既設桁としてノンコンパクト断面の鋼Ⅰ

桁（以下，既設主桁という）を用い，これに補強用

の鋼Ⅰ桁（以下，新設主桁という）を追加した構造

の載荷実験を行った．既設桁のみの場合がCASE4で
ある． 
 載荷実験の状況を写真-5.1，写真-5.2 にそれぞれ

示す． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付表 鋼部材の断面寸法 [ mm ]（材質：SM490Y） 
 
 既設主桁 新設主桁 新設横桁 
上フランジ 200×12 200×12 200×12 
ウェブ 576×6 426×6 216×6 
下フランジ 200×12 200×12 200×12 

 
 

 

 

図-5.1  鋼桁で補強した鋼桁の試験体（CASE5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5.1  載荷実験の状況（CASE4）                 写真-5.2  載荷実験の状況（CASE5） 



26 
 
 

 
 
5.2 解析の概要 
 

解析には，汎用有限要素解析ソフトMSC.Marcを用

いた．解析モデルを図-5.2に示す．試験体の鋼部材

を4節点シェル要素でモデル化し，最大要素サイズは

25mm程度とした．載荷点および支点については，支

圧板と概ね同範囲内の節点を剛体梁要素によって集

約した参照点に境界条件を設定することでモデル化

した．載荷は，載荷点に鉛直下方向のみの強制変位

を与えることで行い，実験に用いた載荷装置はヒン

ジを有するため，載荷点の回転を許容した．新設横

桁のエンドプレートと各主桁ウェブの接合は，境界

面の節点共有による剛結とし，ボルトはモデル化し

ていない．新設主桁の接合は，新設主桁と新設横桁

の要素を初期状態で無効化しておき，既設主桁に

150kNの荷重を作用させた時点で有効化することに

よって模擬した．鋼材の材料特性は，ヤング率

E=200000N/mm2，ポアソン比ν=0.3とした．降伏応力

は各鋼材のミルシート値とし，構成則は二次勾配

E/100のバイリニア型とした．また，幾何学的非線形

性を考慮した． 
 

 

5.3 実験と解析の結果 
 
(1) 既設鋼桁のみの場合（CASE4） 
既設主桁のみの荷重とたわみの関係を図-5.3に示

す．CASE4では，１回目載荷時の載荷荷重599kNで

既設主桁支間中央の下フランジが降伏した．その後，

載荷荷重649kNで載荷点の上フランジがねじれを伴

って座屈し，載荷荷重が低下した．さらに載荷荷重

が低下しつつ，支間中央たわみが増大し，載荷荷重

559kNで既設主桁支間中央の上フランジと圧縮ウェ

ブが降伏した．１回目の除荷完了後，２回目載荷を

行ったが，載荷荷重486kNで載荷点の上フランジの

変形が，油圧ジャッキのユニバーサルヘッドの許容

角度(5°)を上回ったため，載荷を終了した． 
CASE4の最大荷重の実験値は，FEM解析値の90%

であった(実験最大荷重：649kN／FEM解析CASE4a
最大荷重：725kN)．実験値とFEM解析値の差は，初

期不整や面外変形の影響と考えられる．終局状態を

写真-5.3に示す． 

 
 

 

 
 

図-5.2  解析モデル（CASE5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5.3  荷重とたわみの関係（CASE4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(a) 全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 荷重載荷点 

写真-5.3  終局状態（CASE4） 
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(2) 鋼桁で補剛された鋼桁の場合（CASE5） 
各桁の分担荷重とたわみの関係を図-5.4 に示す．

縦軸の分担荷重は各桁の支点反力の合計値とし，新

設主桁については桁二本分の合計値とした．また，

新設主桁のプロットは部材接合時を原点とした．解

析結果は実験結果をある程度再現しており，解析手

法の妥当性を確認できた．ただし，既設主桁の降伏

あたりから誤差が大きくなっており，接合方法のモ

デル化が原因と考えられる． 
載荷実験では，既設主桁は分担荷重 511kN で下フ

ランジが降伏した後，分担荷重をほぼ一定に保った

ままたわみが増加した．その後，載荷点付近の上フ

ランジおよびウェブで局部座屈が発生し，分担荷重

および全体の荷重が急激に低下した．新設主桁はほ

ぼ弾性挙動を示しているが，既設の載荷点が大きく

変形したため，載荷設備の制限により終了した．な

お，上フランジ座屈は床版の効果を見込めば，第４

章のとおりポストピーク挙動を改善できる可能性が

あり，ウェブ座屈は第５章の通り対策できる． 
 

荷重増分分担率と載荷荷重の関係を図-5.5 に示す．

縦軸の荷重増分分担率は，載荷荷重増分に対する各

桁の分担荷重増分の比率である．解析に比べ実験は

新設主桁接合後の変化が緩やかであるが，弾性範囲

における荷重分担の割合は概ね一致した．既設主桁

の降伏後は既設主桁の分担率が低下し，新設主桁の

分担率が増加しており，耐荷機能が移行する様子が

確認できた．CASE5 の載荷イベント一覧を表-5.1 に

示し，終局状態を写真-5.4 に示す． 

 

表-5.1 CASE5の載荷イベント一覧 

イベント 載荷 
荷重 
P 
[kN] 

反力 
合計 
[kN] 

既設 
合計 
[kN] 

新設 
合計 
[kN] 

新設桁の結合前 174 173 148 － 
新設桁の結合後 174 148 148 0(25) 

※ 
既設下フラ 
ンジ降伏 

999 965 511 454 

既設ウェブ降伏 1200 1166 506 660 

最大荷重 1253 1221 497 725 

新設Ｒ上フラ 
ンジ降伏 

991 950 
 

286 664 

新設横桁Ｒ 
ウェブ降伏 
※新設桁を連結後にイニシャル計測を実施したため 
それ以前の計測値は参考値とする． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(a) 全景 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 荷重載荷点 

写真-5.4  終局状態（CASE5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5.4  荷重とたわみの関係（CASE5） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5.5 荷重と荷重増分分担率の関係（CASE5） 
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第６章 水平補剛材で補強した鋼桁の検討 

 
 
6.1 試験体と実験方法 
 
ウェブのせん断座屈が支配的となる場合の既設鋼

桁に対する合理的な補強方法について検討した．す

なわち，水平補剛材を１段有する鋼桁のウェブに対

して，水平補剛材をボルト接合によって追加した鋼

桁のせん断強度特性を改善する検討を行った． 
試験体概要を図-6.1に示す．鋼桁は支間4.2m，桁

高1345mmの鋼I桁であり，単純支持条件で，支間中

央に荷重を作用させるものとした．補強部材は長さ

1900mmでベースプレートとリブから成るT断面の

鋼部材であり，断面寸法の異なる二種類を用いた．

M20のトルシア型高力ボルトによってベースプレー

トと鋼桁ウェブを接合するものとし，鋼桁に467kN

の荷重（死荷重分程度）を作用させた時点で接合作

業を行った．接合後は試験体が終局状態に至るまで

荷重を漸増させるが，途中で適宜除荷を行い，残留

変形を確認した．また，せん断座屈の進展性状を確

認するため，3Dスキャナを用いてウェブの面外変位

を計測した．試験ケースは，追加の補強部材なしの

鋼桁（CASE6）と，水平補剛材を追加するケースが

補強部材-小で補強した鋼桁（CASE7），補強部材-大
で補強した鋼桁（CASE8）で，追加の補剛材を斜め

に配置した鋼桁（CASE9）を含めて合計４ケースと

した．補強部材の寸法は，図-6.1付表に示した．補

強部材-小は道路橋示方書の水平補剛材の必要な剛

性の1.1倍となる寸法とし，補強部材-大は同じく4.8
倍となる寸法とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                      付表 鋼部材の断面寸法 [ mm ] 

 

 

 

 

 

 

図-6.1  補剛材で補強した鋼桁の試験体（CASE7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6.1  載荷実験の状況（CASE6） 

上フランジ 250×16
ウェブ 1320×6

下フランジ 200×9
水平補剛材 100×6

ベースプレート 180×6
リブ 80×6

ベースプレート 180×12
リブ 100×12

※鋼種は全てSM490Y

鋼桁

補強部材-小

補強部材-大
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6.2 解析の概要 
 

解析には，汎用有限要素解析ソフトMSC.Marcを用

いた．解析モデルを図-6.2に示す．試験体の鋼部材

を4節点シェル要素でモデル化し，最大要素サイズは

25mm程度とした．試験体の初期不整および残留応力

は考慮していない．載荷点および支点については，

支圧板と概ね同範囲内の節点を剛体梁要素によって

集約した参照点に境界条件を設定することでモデル

化した．載荷は，載荷点に鉛直下方向のみの強制変

位を与えることで行った．補強部材のべ一スプレー

トと鋼桁ウェブのボルト接合は，ボルトはモデル化

せずに剛結とした．また，補強部材の要素は初期状

態で無効化しておき，実験と同様に鋼桁に467kNの

荷重を作用させた時点で有効化した．鋼材の材料特

性は，ヤング率E=200000N/mm2，ポアソン比ν=0.3と
した．降伏応力は各鋼材のミルシート値とし，構成

則は二次勾配E/100のバイリニア型とした．また，幾

何学的非線形性を考慮した． 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

(a)  解析モデル（CASE7の例） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)  応力ひずみ関係 

 

図-6.2  解析モデル 
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6.3 実験と解析の結果 
 
(1) 追加の補剛材のない鋼桁（CASE6） 
荷重とたわみの関係を図-6.3 に示す．１回目載荷

時の載荷荷重 1926kN が最大荷重となった．２回目

載荷時の載荷荷重 1819kN で R 側パネルの下フラン

ジが降伏した．３回目載荷時の支間中央たわみ

20mm～35mm の間に，R 側パネルの水平補剛材とし

たフランジの間のウェブパネルでせん断座屈が発生

し，その後徐々に，斜張力場が水平補剛材を貫通し

た．３回目載荷時の載荷荷重 1532kN で R 側パネル

の支点部の上フランジとウェブとの溶接部が破断し

た． 
CASE6 の最大荷重の実験値は，FEM 解析値の 93%

であった(実験最大荷重：1926kN／FEM 解析 CASE6
最大荷重：2078kN)．終局状態を写真-6.2 に示す． 
 ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図を図

-6.4に示す。 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

図-6.3  荷重とたわみの関係（CASE6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6.2  終局状態（CASE6） 

 

1926kN，14.95mm

1532kN，33.72mm

1819kN，21.07mm

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

載
荷

荷
重

P
[k
N
]

支間中央たわみδ [mm]

CASE6－実験値

FEM解析値



31 
 
 

＋
(黄)

－
(青)

 

 
(a)  ウェブの主ひずみ状態 

 
 

 
 

(b)  ３Ｄスキャナにより計測した面外変位のコンター図 
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(c)  試験体の状況 

 

図-6.4  ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図（CASE6） 
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(2)  補強部材-小で補強した鋼桁（CASE7） 
荷重とたわみの関係を図-6.5に示す．板厚6mmの

補強部材を追加したCASE7では，１回目載荷時の載

荷荷重2003kNでR側L側パネルの下フランジが降伏

した．その後，載荷荷重2228kNが最大荷重となった．

載荷除荷を繰り返し，３回目載荷時の支間中央たわ

み20mm～40mmの間に，R側パネルの水平補剛材と

したフランジの間のウェブパネルでせん断座屈が発

生し，その後徐々に，斜張力場が水平補剛材を貫通

した．3回目載荷時の載荷荷重1849kNでR側パネルの

支点部の上フランジとウェブとの溶接部が破断した． 
CASE7 の最大荷重の実験値は，FEM 解析値の 93%

であった(実験最大荷重：2228kN／FEM 解析 CASE7
最大荷重：2399kN)．終局状態を写真-6.3 に示す． 
 ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図を図

-6.6に示す。 
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図-6.5  荷重とたわみの関係（CASE7） 

 

 

 

  
 
(a) 全景                 (b) R 側パネル 

 

写真-6.3  終局状態（CASE7） 

 

 

き裂 
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(a)  ウェブの主ひずみ状態 

 

 
(b)  ３Ｄスキャナにより計測した面外変位のコンター図 
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(c)  試験体の状況 

 

図-6.6  ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図（CASE7） 
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(3)  補強部材-大で補強した鋼桁（CASE8） 
荷重とたわみの関係を図-6.7に示す．板厚12mmの

補強部材を追加したCASE8では，１回目載荷時の載

荷荷重2201kNでL側パネルの下フランジが降伏し，

載荷荷重2251kNでR側パネルの下フランジおよび，L
側パネルの上フランジが降伏した．その後，載荷荷

重2353kNが最大荷重となった．載荷除荷を繰り返し，

３回目載荷時の支間中央たわみ20mm～35mmの間

に，R側パネルの水平補剛材としたフランジの間の

ウェブパネルでせん断座屈が発生し，その後徐々に，

斜張力場が水平補剛材を貫通した．３，４回目の載

荷中に高力ボルトのすべり音と思われる音が複数回

発生した．４回目載荷時のR側パネルの変形にとも

ない，支間中央側の追加部材とR側ウェブパネルの

開きが大きくなるとともに，R側パネルの支点部の

上フランジとウェブとの溶接部の塗膜剥離が認めら

れたため，載荷荷重1629kNで載荷を終了した． 
CASE8 の最大荷重の実験値は，FEM 解析値の 90%

であった(実験最大荷重：2353kN／FEM 解析 CASE8
最大荷重：2629kN)．終局状態を写真-6.4 に示す． 
 ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図を図

-6.8に示す。 
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図-6.7  荷重とたわみの関係（CASE8） 

 

 

  
 
(a) 全景               (b) R 側パネル(上面より) 

 

写真-6.4  終局状態（CASE8） 
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(a)  ウェブの主ひずみ状態 

 

 
(b)  ３Ｄスキャナにより計測した面外変位のコンター図 
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(c)  試験体の状況 

 

図-6.8  ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図（CASE8） 
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(4)  斜めの配置で補強した鋼桁（CASE9） 
荷重とたわみの関係を図-6.9に示す．板厚12mmの

補強部材を斜めに追加したCASE9では，１回目載荷

時の載荷荷重2152kNでL側R側パネルの下フランジ

が降伏し，載荷荷重2204kNでL側R側パネルの上フラ

ンジが降伏した．その後，載荷除荷を繰り返し，３

回目載荷時の載荷荷重2568kNが最大荷重となった．

また，3回目載荷時の支間中央たわみ20mm～35mm
の間に，R側パネルの下フランジと追加部材に囲ま

れた三角形のウェブパネルで面外変形が大きくなっ

た．同時期に載荷点の両側上フランジの面外変形も

大きくなった．載荷荷重2439kNでR側パネルの水平

補剛材の支間中央側端部の回し溶接部が破断した． 
CASE9 の最大荷重の実験値は，FEM 解析値の 95%

であった(実験最大荷重：2568kN／FEM 解析最大荷

重：2710kN)．終局状態を写真-6.5 に示す． 
 ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図を図

-6.10に示す。 
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図-6.9  荷重とたわみの関係（CASE9） 

 

 

  
 

(a) 全景             (b) R 側パネル：水平補剛材の支間中央側端部 

 

写真-6.5  終局状態（CASE9） 

 

 

R 側ウエブ 

水平補剛材 

載荷点補剛材 

き裂 



37 
 
 

＋
(黄)

－
(青)

 
 
 

 
(a)  ウェブの主ひずみ状態 

 

 
(b)  ３Ｄスキャナにより計測した面外変位のコンター図 
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図-6.10  ウェブの主ひずみと面外変位のコンター図（CASE9） 
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(5)  CASE6からCASE9のまとめ 

a) 実験による検討結果 
補強部材の効果を検討したケースの荷重とたわみ

の関係をまとめて図-6.11に示す．これらの結果から，

以下の知見が得られた． 
・最大荷重の実験値とFEM解析値では5%～10%の差

が生じるものの，いずれのケースにおいても載荷

荷重－支間中央たわみ関係の傾向は一致した． 
・補強部材を追加することで最大荷重が上昇するこ

とを確認した．実験結果において，CASE7の最大

荷重はCASE6の1.16倍(CASE7最大荷重：2228kN／

CASE6最大荷重：1926kN)，CASE8の最大荷重は

CASE6の1.22倍(CASE8最大荷重：2353kN／CASE6
最大荷重：1926kN)，CASE9の最大荷重はCASE6
の1.33倍(CASE9最大荷重：2568kN／CASE6最大荷

重：1926kN)であった． 
・補強部材の追加方法によって，ウェブパネルの面

外変形の挙動が異なることを確認した．CASE6で
は斜張力場が水平補剛材を貫通した．CASE7では

CASE6同様に斜張力場が水平補剛材を貫通したが，

追加した補強部材と下フランジに囲まれたウェブ

パネルの面外変形が抑制された．CASE8では

CASE6同様に斜張力場が水平補剛材を貫通したが，

追加した補強部材と下フランジに囲まれたウェブ

パネルへの斜張力場の進展はなかった．CASE9で
は，下フランジと追加部材に囲まれた三角形のウ

ェブパネルで面外変形が生じたが，他のケースと

比較すると面外変形は小さかった． 
・補強部材を追加することで，せん断耐荷力とウェ

ブパネルの面外変形の挙動を制御できることがわ

かった．鋼橋の現位置改良工法の適用にあたって

は，既設桁の適切な補強が必要であり，本研究に

より補強設計に用いる情報が得られた． 
 
b) 解析的検討結果 
解析による検討結果を図-6.12に示す。また，せん

断補強効果を検討するため，実験ではできなかった

補剛材配置のケースを解析で追加検討した．解析的

検討の追加ケースとして，CASE8の補剛材配置を変

更した解析対象を図-6.13に示し，その検討結果を図

-6.14に示す．これらの結果から，以下の知見が得ら

れた． 

・CASE6～9でたわみが15mm生じた時点から除荷

した場合，残留たわみは3.62mm～5.11mmと大きな差

はみられなかった．一方で，残留面外変位はCASE6，
CSAE7でそれぞれ31.21mm，25.54mmに対し，CASE8，
CASE9でそれぞれ2.61mm，0.43mmとなり，ウェブ

パネルに十分な補剛を施すことで残留面外変位が大

きく低減できることがわかった． 
・CASE8 で上フランジと水平補剛材の間に補強部材

を追加した CASE8a では，水平補剛材と下側の補

強部材の間のウェブパネルでせん断座屈が発生し

た．その後，最大荷重=2705kN 付近で荷重を保っ

たままたわみが増加した．さらに載荷を続けると，

桁端の倒れに伴い荷重が低下した． 
・CASE8 で補強部材の追加位置を上方に移動させた

CASE8b では，補強部材と下フランジの間のウェ

ブパネルでせん断座屈が発生した．その後，最大

荷重=2670kN 付近で荷重を保ったままたわみが増

加した．さらに載荷を続けると，桁端の倒れに伴

い荷重が低下した． 
・CASE8 で補強部材の追加位置を下方に移動させた

CASE8c では，水平補剛材と補強部材の間のウェ

ブパネルでせん断座屈が発生した．その後，最大

荷重=2265kN 付近で斜張力場が水平補剛材を貫通

し，荷重が低下した． 

・いずれの解析ケースも，はじめにせん断耐力が最

も小さいウェブパネルでせん断座屈が生じ，その

後斜張力場が隣接するパネルに貫通すると荷重

が低下した．斜張力場が貫通しない場合（CASE8a，
CASE8b）は，最大荷重付近で荷重が保持され，

そのときの荷重の大きさはBasler式によるウェブ

パネルのせん断耐力に対応する載荷荷重と概ね

一致した． 
・せん断座屈が耐荷力の決定要因となる鋼桁では，

ウェブパネルの補剛方法によって斜張力場の発

生・進展挙動が異なり，これを制御することで最

大耐力およびピーク後の耐荷挙動をある程度制御

できることを解析的に確認した．想定した耐荷挙

動を得るために必要な補剛方法は，既存の水平補

剛材の剛度等によって異なり，補強部材の剛度お

よび取付位置を調整することによって決定できる

と考えられる． 
 
c) ウェブの補強方法のまとめ 
 ウェブの補強方法として水平補剛材を追加するこ

とが効果的であることが確認できた．追加する補剛

材の剛性と位置によって斜張力場の分布やせん断耐

荷力は変化する．耐荷力の評価については，既往の

知見であるBasler式の適用が可能であると考える．

ウェブの後座屈挙動を考慮した変形性能の評価法に

ついては，本研究の範囲では必ずしも明らかにはで

きなかったが，FEM解析で実験を補完できる可能性

も確認できており，今後の検討により課題は解決で

きると考える． 
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付表 CASE6，7，8，9：イベント一覧 

位置 　[×10
-6

]
最大荷重 1926 14.95 － — 〇

下フランジ降伏 1819 21.07 R-LF 2395 △

上フランジ降伏

終局荷重 1532 33.72 － — ×

最大荷重 2228 13.69 － — 〇

L-LF 2165 △

R-LF 2147

上フランジ降伏

終局荷重 1849 37.45 － — ×

下フランジ降伏 2201 10.42 L-LF 2103 △

下フランジ降伏 R-LF 2130

上フランジ降伏 L-UF -2175 ◇

上フランジ降伏 2298 12.25 R-UF -2174

最大荷重 2353 14.30 － — 〇

終局荷重 1629 45.01 － — ×
L-LF 2127 △

R-LF 2178

2204 9.57 L-UF -2386 ◇

2478 13.71 R-UF -2528

最大荷重 2568 29.42 － — 〇

終局荷重 2439 36.65 － — ×

凡例支間中央たわみ
[mm]

ひずみ

－

－

CASE

6

下フランジ降伏 2003 9.71
7

イベント
載荷荷重P

[kN]

計測値

上フランジ降伏9

2251 10.86
8

下フランジ降伏 2152 9.20

 
 

図-6.11 CASE6，7，8，9：載荷荷重(P)－支間中央たわみ(δ)関係 
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付表 Basler 式によるウェブパネルのせん断耐力計算の仮定 

CASE6
水平補剛材有効 水平補剛材無効

PRⅡ = 2295kN PRⅣ = 2055kN

水平補剛材無効
補強部材無効

PRⅠ = 2739kN PRⅡ = 2295kN PRⅣ = 2055kN

水平補剛材有効
補強部材有効

水平補剛材無効
補強部材有効

PRⅠ = 2739kN

水平補剛材有効
補強部材有効

水平補剛材有効
補強部材無効

CASE8

CASE7

PRⅢ = 2125kN  
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× 最大荷重

 
 

付表 最大荷重および残留たわみ δr 一覧 

δ=15mmから除荷 δ=20mmから除荷

CASE6 2078 3.62 7.67

CASE7 2399 4.04 8.17

CASE8 2629 4.74 8.75

CASE9 2710 5.11 9.77

最大荷重
[kN]

残留たわみδr [mm]

 
 

図-6.12 FEM 解析 CASE6，7，8，9：載荷荷重(P)－支間中央たわみ(δ)関係 
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(a) CASE8a 
 
 

 
 

(b) CASE8b 
 
 

 
 

(c) CASE8c 
 

図-6.13 解析のみの追加ケース 
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付表 Basler 式によるウェブパネルのせん断耐力計算の仮定 

CASE8c

CASE8

CASE8a

CASE8b

PRⅠ = 2739kN PRⅣ = 2125kN

水平補剛材有効
補強部材有効

水平補剛材無効
補強部材有効

水平補剛材有効
補強部材有効

PRⅠ = 2739kN

水平補剛材有効
補強部材有効

水平補剛材有効
補強部材有効

PRⅡ = 2667kN

水平補剛材無効
補強部材有効

PRⅡ = 2667kN PRⅢ = 2295kN  
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付表 最大荷重一覧 

CASE8 2629

CASE8a 2705

CASE8b 2670

CASE8c 2265

最大荷重
[kN]

 
 

図-6.14 解析のみの追加ケース CASE8, 8a, 8b, 8c：載荷荷重 P とたわみ δの関係 
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第７章 研究のまとめ 

 
 
7.1 構造特性の評価 
 
既設主桁に新設の補強部材を追加して協働させる

構造に改良する工法について，既設主桁が鋼桁の場

合を検討した．既設主桁の断面区分はノンコンパク

トであり既設主桁のフランジ降伏以降は載荷点近傍

の腹板の鉛直方向の座屈にともなって載荷点直下の

フランジが傾斜し終局状態となった．既設主桁の載

荷点近傍の局部座屈が進展して既設主桁の耐荷力が

急激に低下する場合であっても，新設主桁を協働さ

せることで構造全体の耐荷性能と変形性能を向上さ

せることができた．実際の橋梁の場合，既設主桁に

損傷があってその耐荷力の設計値と実際とに誤差が

あったとしても新設主桁と協働する構造に改良して

おけば，構造全体として安全性を確実に確保する設

計が可能となる． 
本工法で，既設主桁そのものの耐荷性能や変形性

能の改善が必要な場合の例として，せん断力が卓越

する鋼桁の腹板の耐荷特性を検討した．補強部材を

腹板パネルに追加することでせん断耐荷力と腹板の

面外変形の挙動を制御できることがわかった．本研

究により腹板の補強設計に必要な情報が得られた． 
 
 
7.2 解析手法の妥当性の評価 
 
既設主桁に新設の補強部材を追加して協働させる

構造について，解析手法の妥当性を実験で検証した．

過年度に検討した既設主桁が合成桁の場合は，コン

クリートの応力-ひずみ関係のモデル化について，床

版のひび割れの発生によって床版の剛性が変化しは

じめると誤差が大きくなることを確認した．この課

題については，その後の検討でコンクリートの応力-
ひずみ関係のモデル化の改善ができている．既設主

桁が鋼桁の場合は，鋼材が降伏した後の局部座屈の

進展も FEM 解析により良く再現できることが確認

できた．今年度の検討対象の範囲では，解析対象が

鋼部材のみであり，最大荷重に着目すると実験と解

析の誤差は最大で 13%であった． 
解析の課題としては，補強部材のボルト接合部の

モデル化がある．本研究では，ボルト接合部を剛結

でモデル化しているが，実験では載荷中にすべりが

発生しており，その影響は検討できていない．今後

の検討課題と考えている． 
 
 
 

7.4 研究のまとめ 
 
本研究は，損傷した鋼橋を現在の位置で供用しな

がら，維持管理性がより容易な新構造へと改良する

新しい工法を開発するものである．平成 28 年度の

FSと平成 29年度の本採択での研究で FEM解析によ

る耐荷特性の評価手法および実験方法の妥当性は検

証できた．平成 29 年度の研究では，既設の合成Ⅰ桁

を新設の鋼桁で補強する改良構造の実験を行い，改

良構造の耐荷特性を確認した．成 30 年度の研究では，

目的の異なる２種類の実験を行った．ひとつは，既

設の鋼桁を新設の鋼桁で補強する改良構造の実験で

あり，平成 29 年度に実施した既設桁がコンパクト断

面の合成Ⅰ桁との比較で，既設桁を鋼桁へ変更して

局部座屈が発生する板厚構成としたものである．既

設鋼桁の耐荷力が断面の局部座屈で決定される場合

に，新設の補強部材を協働させる改良後の限界状態

を確認した．もうひとつの実験は，既設鋼Ⅰ桁で腹

板の局部座屈の発生を許容しても，後座屈挙動で耐

荷力が一定の値を保ちつつ，変形性能を確保する構

造が実現できるかを検討した．これらの実験および

実験を再現する解析の結果から，本工法の適用に必

要な設計情報を取得することができ，あわせて本工

法の効果が明らかにできた．本工法の設計法の提案

を表-7.1 に示す。 
本研究で検討した設計における課題と検討結果を

まとめて表-7.2 に示す。それぞれ検討を行ったが，

課題の一部は今後の検討課題とした。例えば，既設

構造の圧縮フランジの局部座屈に対する補強方法に

ついては，各種の方法が考えられる。また，既設部

材と新設部材とを連結する横つなぎ材の設計法も今

後の課題である。 
本研究で提案する工法は，損傷した鋼橋の耐荷特

性を適切に改善，向上させることが実用的に可能で

あり，今後の道路資産の保全に関する設計技術の発

展，施工技術の発展に大きな貢献ができるものと自

己評価している．なお，平成 28 年度と平成 29 年度

の研究成果は，土木学会の全国大会で発表済み 15),16)

である．平成 30 年度の成果は，土木学会，日本道路

会議などへの論文発表により行っていく予定である． 
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表-7.1 本工法の設計法の提案 

（手順１）限界状態と必要条件 

 協働する全体系の限界状態１は，新設桁が降伏点を超えない限界の状態であり，限界状態３

は新設桁が最大強度点を超えない状態とする．このためには既設桁について，腐食の深さや範

囲を適切に見込んだうえで，完全弾塑性と仮定できるように既設を改造することが重要である．

強度の評価の不確実性は大きいとしても，ウェブ座屈が先行せず，また，急激に耐荷力低下が

生じない必要がある． 

 

（手順２） 既設の改造の方法 

 本研究の範囲で得られた知見からは，既設ウェブに追加の補強部材を高力ボルト接合するこ

とが効果的と考えられる．ウェブの補強の程度は，補強後のせん断強度が曲げ強度を上まわる

ようにすれよい．補強後のせん断強度は，実験で確認できた範囲ではBasler式で求められる可

能性が高い． 

 

（手順３） 協働する全体構造の荷重と変位の関係 

 全体系の剛性は，既設桁と新設桁および両者を連結する横つなぎ材のそれぞれの剛性と相互

の接合条件で決定される．横つなぎ材の剛性と部材相互の接合条件については，本研究の範囲

で仮定したように，これらが全体系の耐荷特性の決定要因とならないように，いずれも十分剛

であると仮定するのがよいと考えられる．ただし，解析的検討ではそれぞれの部材は完全弾塑

性で評価できることを仮定しているため，手順１の条件が必要となる． 

 

（手順４） 部分係数の設定 

 既設と新設とが協働する全体系で部分係数を乗じる箇所については，新設桁のＭ－φ関係に

部分係数を乗じたうえで既設桁のＭ－φ関係と足し合わせる方法と，既設と新設の特性曲線の

それぞれを足し合わせたものを全体系のＭ－φ関係としてこれに部分係数を乗じる方法などが

考えられる．しかし，現時点では道路橋示方書において，このような協働する全体系に対する

部分係数の設定法に標準的な考え方はないため，今後の課題である． 

 

（手順５） 既設桁のＭ－φ関係の設定 

 既設桁のＭ－φ関係の設定にあたっては，床版コンクリートの効果や腐食の影響をできるだ

け安全側になるように見込むことを提案する．このようにすれば手順３に関連して，完全弾塑

性として仮定した既設桁のＭ－φ関係を部分係数等で割り引く必要がないとの考え方が提案で

きる可能性がある． 

 

（手順６） 新設桁の設計 

 新設桁については，設計基準に従い適切に設計する． 
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表-7.2 設計における課題と検討結果 
課題１ 既設部材の一部が降伏または局部座屈した後の耐荷機構のモデル化 

 
・既設部材が合成桁でコンパクト断面の場合は、既設部材は降伏後も一定の耐荷力を

保持することができ、荷重増分は新設部材が負担する耐荷機構の推定。（平成 29 年

度の成果）実験を行い、FEM 解析で推定できることを確認済み。 
・既設部材が非合成桁で断面の局部座屈や断面の降伏時の耐荷力が最大強度点となる

場合に、上フランジまたはウェブの弾塑性挙動が耐荷力および変形性能に与える影

響の検討。（平成 30 年度の成果）実験を行い、FEM 解析で評価できることを確認

済み。 
・既設部材が非合成桁で局部座屈が最大強度点となって、変形性能の改善が望ましい

とされる場合に、変形性能を改善できる上フランジまたはウェブの補強方法の検討。

（平成 30 年度の成果）ウェブの補強方法について実験を行い、FEM 解析で評価で

きることを確認済み。フランジの補強方法は提案までで、実験による検証は未実施。 
・構造全体の耐荷力および変形性能が確保される限界状態の基準とする耐荷力および

変形量の制限値の設定。（平成 30 年度の成果）変形量の制限値については、考え方

の提案までで、今後の継続した検討課題とした。 
 

課題２ 既設部材と新設部材の横つなぎ材の設計 
 
・横つなぎ材の必要な剛性および配置間隔の決定方法の検討。（平成 30 年度の成果）

荷重分配の計算例を例示するまでで、横つなぎ材の設計は今後の継続した検討課題

とした。 
・既設部材の一部が降伏または局部座屈した後の荷重分配が推定できる解析モデルの

検討。（平成 30 年度の成果）実験を行い、FEM 解析で推定できることを確認済み。 
・横つなぎ材が、既設部材と新設部材のそれぞれの面外変形の固定点となる条件の確

認。（平成 29 年度、平成 30 年度の成果）実験を行い、FEM 解析で評価できること

を確認済み。 
 

課題３ 既設部材の損傷または劣化に起因する不確実性の排除方法 
 
・弾塑性挙動が推定できるようにするための断面補修または補強方法の検討。 
 （平成 30 年度の成果）当て板工法などの従来工法の適用については、別途の共同

研究で取り扱うため、個別の検討は本研究の対象外とした。 
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付録 計算例 
 
 

1. 耐荷機能の移行システム設計 
 

(1) 既設部材が合成桁で補強部材が鋼桁の場合

（実験 CASE3） 
既設主桁の損傷パターンとそれぞれの損傷に応じ

た補強部材の構造は多様にある．損傷が局部に限ら

れれば従来の当て板補強などで対応が可能である．

損傷範囲が限定されず，広く分布する場合は，構造

全体の耐荷機構を確保できるような補強部材の配置

が必要となる．本研究では既設部材の曲げ剛性が全

体として低下するパターンに対する補強部材の構造

提案と，耐荷力評価の計算例を示すものとする．既

設主桁に損傷がなく，機能向上を図る場合も同様に

検討できる．検討は，解析的手法により耐荷力評価

を行い，解析の妥当性を実験により検証する．本研

究では，既設部材とは独立させて補強部材を追加し

て，既設部材と補強部材とを横桁などの横分配部材

により接合する工法を検討対象としている．既設部

材のウエブやフランジに補強鋼板などの補強部材を

直接接合する工法は検討範囲外としているが，特に

既設部材の耐荷性能や変形性能の改善が必要な場合

の対策として，ウエブの局部座屈を制御する補剛材

の追加手法に着目し，その効果を検討した． 
 既設部材と補強部材の荷重分配すなわち部材ごと

の応答値と部材の限界状態ごとの耐荷性能を示す抵

抗値とは，次のように仮定する．ここでは，実験に

用いた試験体を例題として，耐荷機能の移行システ

ム設計の計算例を示す．計算例の試験体（実験

CASE3）を付録図-1 に示す． 
 
 既設部材と補強部材の荷重分配は格子桁理論で計

算する．既設部材と補強部材とからなる 3 本主桁の

格子桁の骨組図と計算に用いた諸量，および各桁の

影響線を付録図-2 に示す．影響値は付録式(1)で計算

した． 
 
 横桁本数が１本の場合の格子剛度 Z は， 

Z ൌ ቀ 

ଶ
ቁ

ଷ
・

ூೂ

ூభ
           付録式 (1.a) 

ここで，𝑙：主桁の支間長（=4.8m） 
      𝑎 ：主桁間隔（=0.5m） 

      𝐼ொ ，𝐼ଵ ：横桁と既設部材の 
断面二次モーメント 

 
横桁の本数が 3 本であるので，格子剛度の補正値

Z’は， 
Z’ = 1.6 Z         付録式(1.b) 

 
 既設部材（ I1 ）と補強部材（ I2 ）の断面二次モ

ーメントの比率を r とすると 
r = I2 / I1          付録式(1.c) 

  
各桁の影響値は，次のように求められる． 
外桁 a の影響値は，Baa(外桁上に載荷)，Bab(中桁

上に載荷)，Bac(もう一方の外桁上に載荷)はそれぞれ，

次のようになる． 
 

 

付表 部材寸法 (mm)と強度 (N/mm2) 
断面寸法 (mm) 既設部材 補強部材 横桁 材質 降伏強度 

床版幅×高さ 600×160 － － σck = 30 0.85σck = 
25.5 

ハンチ高さ 30 － － － － 

上フランジ幅×厚さ 200×12 200×12 200×12 SM490Y 355 

ウエブ高さ×厚さ 426×9 426×9 216×9 SM490Y 355 

下フランジ幅×厚さ 200×12 200×12 200×12 SM490Y 355 

 
 

 

 

 

 

 

 

付録図-1  計算例の試験体（実験CASE3） 
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Baa = (Z’+4rZ’+4r)/(2Z’+4rZ’+4r) 
= 31.984/45.554 = 0.702  付録式(1.d～f) 

 
Bab = 2rZ’/(2Z’+4rZ’+4r) = 8.575/45.554 = 0.188 
Bac = -Z’/(2Z’+4rZ’+4r) = -13.57/45.554 = -0.298 

 
 同様に中桁 b の影響値は，Bba(外桁上に載荷)，
Bbb(中桁上に載荷)，Bbc(もう一方の外桁上に載荷)は
それぞれ，次のようになる． 

Bba = Bbc = 2Z’/(2Z’+4rZ’+4r) 
= 27.14/45.554 = 0.596   付録(1.g～h) 

Bbb = (2Z’+4r)/(2Z’+4rZ’+4r) 
 = 28.404/45.554 = 0.624 

 
 既設主桁の支間中央に集中荷重 P を載荷する場合

の各桁の分担荷重の仮定を付録図-3 に示す．すべて

の桁が弾性範囲では，分担荷重は各桁の影響値から，

既設部材（中桁）が 0.624P，補強部材（外桁）が

0.188P となる．既設部材（中桁）の荷重分担比率を

基準（荷重分担比率 1.0）とすると補強部材（外桁）

の荷重分担比率は 2×0.188P/0.624P = 0.6 である．

提案する工法の耐荷機能の移行システムは，次のよ

うな仮定に基づいている．すなわち，既設部材（中

桁）が降伏に達すると，既設部材は一定荷重 Pyを負

担し，それ以上の増分荷重ΔP は補強部材（外桁）

のみで負担すると仮定する．この仮定が成り立つ条

件として，既設部材の降伏後も一定の耐荷力が保持

されながら，荷重増分に対しては既設部材から接合

部材である横桁を介して補強部材へ荷重が移行する

こと，およびこれを計算で評価できる（制御できる）

ことが必要である． 
 

 

 
付表 計算に用いた諸量（CASE3） 

記号 値 
既設部材の断面二次モーメント 

𝐼ଵ 
91183 [cm4] 

補強部材の断面二次モーメント 
𝐼ଶ 

28820 [cm4] 

横桁の断面二次モーメント 
𝐼ொ 

6994 [cm4] 

r ൌ
𝐼ଶ

𝐼ଵ
 0.316 

格子剛度 

Z ൌ ൬
𝑙

2𝑎
൰

ଷ

・
𝐼ொ

𝐼ଵ
 

8.48 

横桁 3 本の補正をした格子剛度 
Zᇱ ൌ 1.6 Z 

13.57 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 部材構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 影響値 

 

付録図-2 3 本主桁の格子桁（実験 CASE3） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録図-3 各桁の分担荷重の仮定 
（既設，補強とも無応力で接合と仮定の場合， 

実験 CASE3） 

 

補強部材（外桁）の影響線 

既設部材（中桁）の影響線 

0.
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0.
18
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.2

98

0.
59
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0.
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4 

0.
59

6 

既設部材 EI1

補強部材 EI2

横桁 EIQ

横桁 EIQ

荷重 P

付図 載荷位置 

1.6Py+ΔP

0.3Py+ΔP/2 Py 0.3Py+ΔP/2

P

0.188P 0.624P 0.188P

(b) 既設部材（中桁）が降伏から 
補強部材（外桁）が弾性範囲 

(a) 既設部材（中桁）が弾性範囲 
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以上のような耐荷機能の移行システムで仮定した

荷重分担比率を用いて，既設部材と補強部材の荷重

-変位関係を求める．始めに，既設部材が自重と床版

などの死荷重 PD を負担している状態（降伏荷重 Py

に対して PD = Py/(2×1.7) = 0.29Pyと仮定）で，補

強部材を追加して，横桁を介して既設部材と接合す

る場合の計算結果を付録図-4 に示す．既設部材が降

伏に達した後は，降伏モーメントが保持され，その

後の荷重増分は補強部材が負担すると仮定している．

付録図-4 中では既設部材が P/Py = 0.29 の時（死荷

重分担時）に補強部材を接合しており，補強部材の

荷重変位曲線は接合時点を原点とする局所座標で表

しているため原点がずれている．補強部材が降伏モ

ーメントに達した時をこの構造系の限界状態と定義

する． 
 
 
 
 
 

次に，既設部材の応力状態が P/Py = 0.8 で降伏に

近い状態で補強部材を無応力状態で接合して荷重に

抵抗する場合の計算結果を付録図-5 に示す．平成 29
年度の実験（CASE3）で検証したのは，このケース

に該当する．P/Py = 0.8 のケースでは，P/Py = 0.29
の場合に比べて既設部材が降伏した時の補強材の効

果は耐荷力の値で 1.43 から 1.12 に低減する．補強

材が降伏する時の既設の変位は降伏変位の 2.78 倍

で，補強後の最大荷重は P/Py = 0.29 の場合と同じ

2.21 である． 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

付録図-4 荷重-変位曲線（既設が死荷重状態 P/Py=0.29 で補強部材を接合） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録図-5 荷重-変位曲線（既設部材が降伏に近い状態P/Py = 0.8で補強部材を接合，実験CASE3） 
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既設部材の応力状態が P/Py = 0.8 で降伏に近い状

態で補強部材を無応力状態で接合して荷重に抵抗す

る場合の既設部材と補強部材の荷重分担率を付録図

-6 に示す．荷重分担率は，荷重に対する既設部材

の支点反力の割合と荷重に対する補強部材の支点反

力の割合を示している．既設部材が降伏する荷重は

P/Py = 1.12 であり，このときの荷重分担率は既設

部材が 0.89，補強部材が 0.11 となる．補強部材が

降伏する荷重は P/Py = 2.21 で，このときの荷重分

担率は既設部材が 0.55，補強部材が 0.45 となる． 
 同じケースで荷重の増分に対する分担率の変化を

荷重増分分担率と呼んで，付録図-7 に示す．P/Py = 
0.8 で補強部材を接合して，既設部材が降伏するま

では荷重増分分担率は一定値で，既設部材が

0.624，補強部材が 0.376 となる．既設部材が降伏

するとそれ以後の荷重増分はすべて補強部材で負担

するため，荷重増分分担率は既設部材が 0，補強部

材が 1.0 となる． 

 
 
既設部材と補強部材とをいずれも無応力状態で接

合して荷重に抵抗する場合の計算結果を付録図-8に

示す．死荷重を補強部材にも負担させるため，既設

部材のみで死荷重を負担する場合に比べて，既設部

材が塑性化する時の構造全体の耐荷力は 1.60 に上

昇する．また，補強部材が降伏する時の構造全体の

変位は降伏変位の 1.98 となる． 
 

応答値の算定で考慮するパラメータは，下記４つ

と考えられる． 
 死荷重比（w=W2/W1） 

：既設部材と新設部材の結合時に既設部材

が負担する自重 W1 と新設部材が負担す

る自重 W2の比率． 
キャンバー差（δ） 

：既設部材と新設部材の結合時に有する

キャンバー差．基本的に新設部材は無

応力で接合するため，この場合のキャ

ンバー差はゼロとなる．既設部材が負

担している死荷重を，両部材の結合時

に新設部材にも分担させたい場合には

必要なキャンバー差を設定する． 
 剛性比（e=EI2/EI1） 

：既設部材の剛性 EI1と新設部材の 
剛性 EI2の比率． 

分配比（Ω(α, β)） 
：既設部材に補強部材を追加して協働する

改良後の構造で，死荷重に対する既設部

材の分担比率（α）と活荷重に対する既

設部材の分担比率（β）から決まる値．

分担比率α，βは，既設部材と補強部材

およびこれらを接合する分配部材（横つ

なぎ材）の剛性比，結合条件で決まる 
それぞれのパラメータの影響は FEM 解析で確認

できる．また，骨組解析で上記パラメータの影響を

考慮して近似的に応答値を再現できるかを別途検討

する必要がある． 
 

 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付録図-6 荷重分担率（既設部材が降伏に近い状態

P/Py = 0.8 で補強部材を接合） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録図-7 荷重増分分担率（既設部材が降伏に近い状

態 P/Py = 0.8 で補強部材を接合） 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録図-8 荷重-変位曲線 
（既設，補強とも無応力で接合） 
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(2) 既設部材と補強部材のいずれも鋼桁の場

合（実験CASE5） 
ここでは，平成 30 年度の実験に用いた試験体の

計算例を示す．試験体（実験 CASE5）を付録図-9 に

示す．計算結果を付録図-10～付録図-14 にそれぞれ

示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  

 
付表 部材寸法 [mm]と強度 [N/mm2] 

断面寸法 既設部材 補強部材 横桁 材質 降伏強度 

床版幅×高さ － － － － － 

ハンチ高さ － － － － － 

上フランジ幅×厚さ 200×12 200×12 200×12 SM490Y 355 

ウエブ高さ×厚さ 576×6 426×6 216×6 SM490Y 355 

下フランジ幅×厚さ 200×12 200×12 200×12 SM490Y 355 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 実験 CASE4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 実験 CASE5 
 

付録図-9 計算例の試験体（実験 CASE5） 
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  付表 計算に用いた諸量（CASE5） 
記号 値 
既設部材の断面二次モーメント 

𝐼ଵ 
51045 [cm4] 

補強部材の断面二次モーメント 
𝐼ଶ 

26887 [cm4] 

横桁の断面二次モーメント 
𝐼ொ 

6742 [cm4] 

r ൌ
𝐼ଶ

𝐼ଵ
 0.527 

格子剛度 

Z ൌ ൬
𝑙

2𝑎
൰

ଷ

・
𝐼ொ

𝐼ଵ
 

14.6 

横桁 3 本の補正をした格子剛度 
Zᇱ ൌ 1.6 Z 

23.36 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 部材構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 影響値 

 

付録図-10 3 本主桁の格子桁（実験 CASE5） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付録図-11 各桁の分担荷重の仮定 
（既設，補強とも無応力で接合の場合，実験 CASE5） 
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(b) 既設部材（中桁）が降伏から 
補強部材（外桁）が弾性範囲 

(a) 既設部材（中桁）が弾性範囲 
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付録図-12 荷重-変位曲線（既設が死荷重状態 P/Py=0.29 で補強部材を接合） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録図-13 荷重分担率（既設部材が降伏に近い状態 P/Py = 0.8 で補強部材を接合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付録図-14 荷重増分分担率（既設が死荷重状態 P/Py=0.29 で補強部材を接合） 
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2. 腹板の後座屈挙動の制御設計 

（実験CASE6，7，8，9） 

 
 実験CASE6，7，8，9で追加する補剛材の効果を

検討した．追加する補剛材の必要な剛性は，道路橋

示方書の下記式で設定した． 
 

 追加の水平補剛材１個の断面二次モーメント 𝐼 
は，次式で計算する． 

   𝐼 ≧  ௧య

ଵଵ
𝛾･                 付録式（2.a ） 

ここで，𝐼：水平補剛材１個の断面二次モーメント

（mm4） 
     b：腹板の板幅（mm） 
    t：腹板の板厚（mm） 
    𝛾･ ：水平補剛材の必要剛比 

   𝛾･ ൌ 30 ቀ


ቁ    付録式（2.b ） 

    𝑎：垂直補剛材の間隔（mm） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( a ) 既設鋼桁（腹板は水平補剛材１段で補剛されている，実験 CASE6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( b ) 既設鋼桁の腹板の下段パネルに水平補剛材を追加（実験 CASE7，CASE8） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( c ) 既設鋼桁の腹板の下段パネルに斜めの補剛材を追加（実験 CASE9） 
 

付録図-15 腹板座屈を制御できる補剛材の配置例（実験で用いた試験体の例） 
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 実験結果から，CASE6の既設の水平補剛材は，道

路橋示方書の必要な剛性を満足していたが斜め張力

場は既設水平補剛材を跨いで進展した．CASE7の追

加の水平補剛材も斜め張力場は追加の水平補剛材を

跨いで進展した．CASE6，CASE7の実験結果から，

道路橋示方書で定められているフランジ降伏に達す

るのに必要な腹板の水平補剛材の剛性は，腹板の後

座屈の挙動を改善するには不足しており，CASE8の
結果から判断すると道路橋示方書に規定される水平

補剛材の剛性の５倍以上とするのが良いと考えられ

る．腹板の面外変形が過大となると耐荷力は確保で

きたとしても剛性低下によるたわみや振動の増大や，

疲労損傷の原因となることも懸念されるため，ここ

で例示した追加の補強を適切に行うことが望ましい． 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

付録表-1 水平補剛材の剛性 
諸量 試験体名 

CASE6 CASE7 CASE8 CASE9 
腹板の板幅 b [mm] 1320 1320 1320 1320 
腹板の板厚 t [mm] 6 6 6 6 
垂直補剛材の間隔𝑎[mm] 1980 1980 1980 1980 
必要剛比 𝛾･ 45 45 45 45 

必要剛性 𝐼 [mm4] 1166400 1166400 1166400 1166400 
既設水平補剛材寸法 幅×板厚 100×6 100×6 100×6 100×6 
既設水平補剛材剛性 𝐼 [mm4] 2000000 2000000 2000000 2000000 
剛性比 𝐼/𝐼  1.71 1.71 1.71 1.71 
追加補剛材寸法 幅※×板厚 なし 86×6 112×12 112×12 
追加補剛材剛性 𝐼 [mm4] － 1272112 5619712 5619712 
剛性比 𝐼/𝐼  － 1.09 4.82 4.82 

注※）補剛材の板幅には，高力ボルト接合のためのベースプレートの板厚を含む 
 


	様式5-1章と2章と3章_技術研究開発成果報告レポート
	様式5-4章と5章_技術研究開発成果報告レポート
	様式5-6章と7章_技術研究開発成果報告レポート
	様式5-付録_技術研究開発成果報告レポート


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


